
                       　こころの健康についての取組に関する次の記述のうち妥当なのはどれか。
１．２０２４ 年，「女性支援新法」が施行され，困難な問題を抱える女性を支援する仕組

みが構築された。また，同年，「改正DV防止法」が施行され，接近禁止命令の
発令要件が拡大されたが，精神的被害を受けた場合は対象とならない。

２．労働安全衛生法に基づくストレスチェック制度は，労働者のストレスの程度を把
握し，労働者がメンタルヘルス不調になることを未然に防止することを主な目的
としており，労働者数が一定規模以上の事業場に実施義務がある。

３．パワーハラスメント防止のための事業主の雇用管理上の措置が法律により義務付
けられているが，精神障害の労災認定基準にパワーハラスメントは明示されてい
ないため，パワーハラスメントを原因とした労災認定は行われない。

４．終業時刻から次の始業時刻の間に一定時間以上の休息時間（インターバル時間）
を確保する仕組みである勤務間インターバル制度を導入することが法律により事
業主の努力義務とされており，２０２４ 年の調査によると，この制度を導入してい
る企業の割合は ９０ ％以上であった。

５．２０２４ 年，「改正障害者差別解消法」が施行され，事業者や行政機関に対して，障
害者への不当な差別的取扱いが禁止されるとともに，行政機関に対しては，障害
者への合理的配慮を提供する努力義務が設けられた。
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                    　次の記述ア～エのうちには，「人権教育の指導方法等の在り方について［第
三次とりまとめ］（平成 ２０ 年３月）」の内容として妥当なものが二つある。それらはど
れか。
ア．人権教育の目的を達成するためには，人権に関する知的理解と人権感覚を基盤とし

て，自分と他者との人権擁護を実践しようとする意識，意欲や態度を向上させるこ
と，そしてその意欲や態度を実際の行為に結びつける実践力や行動力を育成するこ
とが求められる。

イ．人権教育の知識的側面の学習は，社会科と特別の教科道徳の二つの教科において行
うこととし，特に，協同的・協力的な学習形態よりも個別的・個人的な学習形態を
多く取り入れていくことが望まれる。

ウ．人権感覚を育成するには，①共感的に理解する力，②コミュニケーション能力，③
自他の人間関係を調整する能力などについて取り上げて，それぞれの育成に取り組
むことが重要である。

エ．人権教育は，義務教育段階までの学習指導で完了することが求められており，高等
学校段階以降はそれまでの学習を踏まえて，各自で人権意識を高めていくことが期
待されている。

１．ア，イ
２．ア，ウ
３．イ，ウ
４．イ，エ
５．ウ，エ
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                      　裁判所及び裁判官に関する次の記述のうち妥当なのはどれか。ただし，争い
がある場合は判例による。
１．憲法は特別裁判所の設置を禁止しているため，裁判所の裁判の前審として行政機

関が裁判を行うことはできない。
２．憲法は刑事裁判の基本的な担い手として職業裁判官を想定しているが，適正な刑

事裁判を実現するための諸原則が確保されていれば，裁判員制度のような国民の
司法参加は憲法上禁止されるものではない。

３．司法権の独立の要請から，裁判官は一般職の公務員よりも強い身分保障が要求さ
れており，下級裁判所の裁判官には憲法上，任期は定められていない。

４．裁判官は司法権の独立に照らし中立・公正な立場で職務を行う必要があるが，職
務を離れた私人としての行動であれば，裁判官の政治運動が禁じられることはな
い。

５．最高裁判所裁判官の国民審査の制度は解職制度であるが，積極的に罷免を可とす
る投票以外の票を罷免を可としない票として扱うことは，投票者の意思に反する
結果となり，許されない。
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                      　日本の政治分野における男女共同参画に関する次の記述のうち妥当なのはど
れか。
１．１９９９ 年から ２０２３ 年までの統一地方選挙について見ると，候補者に占める女性の

割合は上昇傾向にあるが，当選者に占める女性の割合は下降傾向にある。
２．２０２２ 年 １２ 月 ３１ 日現在で見ると，都道府県議会の全議員に占める女性議員の割合，

町村議会の全議員に占める女性議員の割合は，いずれも ３０ ％を上回っている。
３．２０２２ 年４月１日現在で見ると，都道府県の女性知事は １０ 名を超えており，近年

の地方自治法の改正により副知事について女性を１名以上就けることが都道府県
の努力義務となったこともあり，全国の女性副知事は １００ 名を超えている。

４．政治分野における男女共同参画の推進に関する法律は，政党その他の政治団体に
対して，所属する男女のそれぞれの公職の候補者の数を均等にする義務を課して
いるが，当該義務の違反に対する罰則を規定していない。

５．近年，政治分野における男女共同参画の推進に関する法律が改正され，政党その
他の政治団体の努力の規定部分に，セクシャルハラスメントやマタニティハラス
メントなどへの対策が明記された。
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                      　行政手続法における申請に関する次の記述のうち妥当なのはどれか。
１．申請とは，私人が法令に基づき，行政庁の許認可等自己に対し何らかの利益を付

与する処分を求める行為であるが，当該行為に対して行政庁が諾否の応答をする
ことは努力義務である。

２．行政庁は，申請により求められた許認可等をするかどうかを判断するための審査
基準を定めなければならず，行政上特別の支障の有無にかかわらず，これを公に
しておかなければならない。

３．申請が行政庁の事務所に到達した場合，行政庁は遅滞なく当該申請の審査を開始
しなければならない。

４．申請が形式上の要件に適合しない場合，行政庁は申請者に対し，まずは相当の期
間を定めてその補正を求めなければならず，補正を求めた後でなければ，申請に
より求められた許認可等を拒否することはできない。

５．行政庁は，申請者の求めがなくても，当該申請に係る審査の進行状況及び当該申
請に対する処分の時期の見通しを示さなければならない。
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                      　未成年者の行為能力に関する次の記述のうち妥当なのはどれか。
１．未成年者Aが法定代理人Bの同意を得ずにCから ３００ 万円の贈与を負担なしで受

けた場合，BはA・C間の贈与契約を取り消すことができる。
２．未成年者Aが法定代理人Bから営業の種類を特定して営業を許された場合，Bは

いかなる理由があっても，その営業に関する許可を取り消すことはできない。
３．未成年者Aが法定代理人Bの同意を得ずに自己所有の不動産をCに売却する契約

を締結した場合，AはBの同意を得なくても，この契約を単独で取り消すことが
できる。

４．未成年者Aが法定代理人Bの同意を得ずに自己所有の不動産をCに売却する契約
を締結し代金を受領したが，Bがこの契約を取り消した場合，Aが代金の一部を
浪費していたときでも，Aは代金の全額をCに返還しなければならない。

５．未成年者Aが法定代理人Bの同意を得ずにCと売買契約を締結した。AもBも
この契約を取消可能であると知らなかった場合でも，契約締結時から５年を経過
したときは，取り消すことはできない。
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                      　日本の消費税に関する次の記述ア～オのうちには妥当なものが二つある。そ
れらはどれか。
ア．消費税は １９９０ 年代末に導入された。国・地方を合わせた消費税の税率は，導入当

初の５％が維持されていたが，２０１９ 年 １０ 月に標準税率が １０ ％に引き上げられると
ともに，「全ての飲食料品」については軽減税率８％が適用されることとなった。

イ．２０１３ 年度から ２０２２ 年度までの国の一般会計税収（決算額）のうちの「消費税」は
増加傾向にあり，２０２４ 年度当初予算においては，「消費税」，「所得税」，「法人税」
のうち，「消費税」は「法人税」に次いで２番目に多い。

ウ．消費税は多段階課税であり，製造業者，卸売業者，小売業者等の各取引段階の事業
者は売上げ等に係る税額から仕入れに係る税額を差し引いた額を納税する。事業者
に課される税相当額は，最終的には消費者が負担することが予定されている。

エ．複数税率制度の下において適正な課税を確保する観点から，仕入税額控除制度が改
正され，２０２３ 年 １０ 月から，適格請求書等保存方式（インボイス制度）が採用され
た。

オ．日本の消費税率（標準税率）を諸外国における付加価値税率（標準税率）と比較す
ると，デンマーク，ノルウェーなど北欧諸国よりも低く，ドイツ，フランス，イギ
リスよりも高い。

１．ア，ウ
２．ア，オ
３．イ，エ
４．イ，オ
５．ウ，エ
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                     　ある財の需要関数と供給関数がそれぞれ次のように示されるとする。価格規
制と数量規制の効果に関する次の記述中のア～エに入るものがいずれも妥当なのはどれ
か。

　D ＝ ５００ －  　　　　〔D：需要量，P：価格，S：供給量〕

　S  ＝  　

・政府が，この財の価格の下限を ７００ とする価格規制を行ったとすると，この財の市場
では 　ア　 が 　イ　 だけ発生する。

・政府が，この財の生産量の上限を ２００ に制限する数量規制を行ったとすると，この財
の価格は 　ウ　 となり，生産者の財１単位当たりのレント（超過利潤）は 　エ　 と
なる。

ア イ ウ エ
１．超過需要　　１００　　６００　　２００
２．超過需要　　２００　　４００　　１００
３．超過供給　　１００　　４００　　 ５０
４．超過供給　　２００　　５００　　１００
５．超過供給　　２００　　６００　　２００

P
２

P
２
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